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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「神奈川応援ファンド」は、このた
び、第₁₃期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<5859>

神奈川応援ファンド
★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないま
す。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式および店
頭登録株式

運 用 方 法

①神奈川企業（株式公開企業に限ります。）
の株式へ投資することにより、中長期的な
信託財産の成長をめざして運用を行ないま
す。
②神奈川企業とは、神奈川県内に本社また
はこれに準ずるものを置いている企業と、
神奈川県に進出し雇用を創出している企業
とします。
③信託財産の ₂ 割程度を上限に、ＴＯＰＩ
Ｘ先物を買建てることができるものとしま
す。
④実質株式組入比率は、通常の状態で信託
財産の純資産総額の₉₀％程度以上に維持す
ることを基本とします。
⑤株式以外の資産への投資は、原則として
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行なわないことが
あります。



神奈川応援ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期末（₂₀₁₁年 ₃ 月₂₂日） ₆, ₄₉₇ ₀ △ ₆. ₀ ₈₆₈. ₁₃ △  ₈. ₅ ₉₀. ₀ ₉. ₀ ₃₈₄ 
₁₀期末（₂₀₁₂年 ₃ 月₁₉日） ₇, ₀₅₆ ₀ ₈. ₆ ₈₆₈. ₃₅ ₀. ₀ ₈₈. ₈ ₉. ₆ ₃₅₈ 
₁₁期末（₂₀₁₃年 ₃ 月₁₉日） ₈, ₁₃₃ ₀ ₁₅. ₃ ₁, ₀₄₅. ₈₉ ₂₀. ₄ ₈₈. ₄ ₉. ₀ ₃₄₆ 
₁₂期末（₂₀₁₄年 ₃ 月₁₉日） ₉, ₄₇₃ ₀ ₁₆. ₅ ₁, ₁₆₄. ₃₃ ₁₁. ₃ ₈₉. ₈ ₈. ₁ ₂₈₅ 
₁₃期末（₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日） ₁₁, ₂₂₉ ₉₀₀ ₂₈. ₀ ₁, ₅₇₅. ₈₁ ₃₅. ₃ ₈₆. ₆ ₁₁. ₇ ₂₆₇ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

13, 000

12, 000

11, 000

10, 000

9, 000

8, 000

（円）
5

4

3

2

1

0

（億円）

期　末
（2015. 3. 19）

期　首
（2014. 3. 19）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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神奈川応援ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₉, ₄₇₃円　期末：₁₁, ₂₂₉円（分配金₉₀₀円）　騰落率：₂₈. ₀％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

神奈川企業（神奈川県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業と、神奈川県に進出し雇用を創出している企
業）の株式へ投資した結果、当ファンドが組入れている神奈川企業によるポートフォリオが上昇したことから、基準価額は
値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、混迷が深まるウクライナ情勢や消費税率引上げへの懸念から、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷し
た状態が続きました。 ₅ 月下旬からは、米国経済の着実な回復や国内企業業績の改善、法人税率引下げ方針の決定、コー
ポレートガバナンス（企業統治）改革への期待、円安の進行などにより株価は上昇しました。 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にか
けては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株

年　　月　　日
基 準 価 額 T O P I X 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₃ 月₁₉日 ₉, ₄₇₃ ― ₁, ₁₆₄. ₃₃ ― ₈₉. ₈ ₈. ₁

₃ 月末 ₉, ₈₄₃ ₃. ₉ ₁, ₂₀₂. ₈₉ ₃. ₃ ₈₉. ₄ ₈. ₁
₄ 月末 ₉, ₄₉₅ ₀. ₂ ₁, ₁₆₂. ₄₄ △ ₀. ₂ ₉₀. ₄ ₈. ₂
₅ 月末 ₉, ₈₀₃ ₃. ₅ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₃. ₂ ₈₉. ₇ ₈. ₄
₆ 月末 ₁₀, ₃₅₀ ₉. ₃ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₈. ₄ ₈₉. ₇ ₈. ₃
₇ 月末 ₁₀, ₇₃₇ ₁₃. ₃ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₀. ₇ ₉₀. ₀ ₈. ₅
₈ 月末 ₁₀, ₄₆₃ ₁₀. ₅ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₉. ₈ ₉₀. ₄ ₈. ₇
₉ 月末 ₁₀, ₉₁₉ ₁₅. ₃ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₃. ₉ ₈₉. ₂ ₈. ₈
₁₀月末 ₁₀, ₆₂₃ ₁₂. ₁ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₄. ₅ ₈₈. ₉ ₉. ₁
₁₁月末 ₁₀, ₉₅₈ ₁₅. ₇ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₁. ₁ ₈₈. ₅ ₁₀. ₂
₁₂月末 ₁₀, ₈₆₇ ₁₄. ₇ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₀. ₉ ₈₇. ₆ ₁₀. ₆

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₈₅₉ ₁₄. ₆ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₁. ₅ ₈₇. ₇ ₁₀. ₆
₂ 月末 ₁₁, ₇₆₇ ₂₄. ₂ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₀. ₉ ₈₈. ₂ ₁₀. ₇

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日 ₁₂, ₁₂₉ ₂₈. ₀ ₁, ₅₇₅. ₈₁ ₃₅. ₃ ₈₆. ₆ ₁₁. ₇
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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神奈川応援ファンド

価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）
の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急
落によるロシア経済悪化への懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などから下落する局面もありましたが、Ｅ
ＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定や日米景気の着実な回復、良好な株式需給関係などを受けて、株価は期
末にかけて上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
当ファンドの投資方針に従い、株式組入比率は高位を維持する方針です。基本的には現状程度の株式組入比率を維持

してまいります。
・ポートフォリオ

当ファンドの投資方針に従い、神奈川企業の株式に投資を行なっていく方針です。

◆ポートフォリオについて
現物株式を高位に組入れ、株式組入比率（株式先物を含む。）につきましては、期を通じておおむね₉₇％程度以上を維持

しました。
株式の業種構成は、神奈川県に本社を置く企業もしくは神奈川県への進出企業に多い電気機器や機械などの比率が、ＴＯ

ＰＩＸと比較して高くなっております。
株式の個別銘柄は、神奈川県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業の株式に対しては、時価総額に応じた投

資比率で、神奈川県に進出し雇用を創出している企業の株式に対しては、時価総額と県内従業員数など神奈川県との関連度
を考慮して銘柄を選定し、それぞれの時価総額に応じた比率に一定の値を乗じた投資比率で組入れを行ないました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
40. 0
35. 0
30. 0
25. 0
20. 0
15. 0
10. 0
5. 0
0. 0

当　期
（2014. 3. 19～2015. 3. 19）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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神奈川応援ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₉₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₉₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₇. ₄₂
当 期 の 収 益（円） ₅₄₉
当 期 の 収 益 以 外（円） ₃₅₀

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₁, ₂₂₈
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₆₄. ₅₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃₈₅. ₄₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅₆₆. ₆₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₀₁₂. ₀₆
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂, ₁₂₈. ₆₁
（ｆ）分 配 金 ₉₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₁, ₂₂₈. ₆₁
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　当ファンドの運用方針に従い、神奈川企業（神奈川県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業と、神奈川県に進
出し雇用を創出している企業）に投資を行なう方針です。また、株式組入比率は高位を維持する方針です。
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神奈川応援ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₀₅, ₁₇₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂₅₆, ₉₀₈千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₄₀ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁₂. ₈ ₉, ₈₈₆ ₉₄. ₁₄ ₉₅, ₂₈₇ 
（△ ₃. ₂₆） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₁₀₉ ₁₀₉ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₃. ₂₀～₂₀₁₅. ₃. ₁₉）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₁₁円 ₁. ₀₅₇％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₅₀₃円です。

（投信会社）  （₅₇）  （₀. ₅₃₉） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₅）  （₀. ₄₃₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₉）  （₀. ₀₈₆） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₇   ₀. ₀₇₀   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₄）  （₀. ₀₃₈） 
（先物）  （₃）  （₀. ₀₃₃） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　計  ₁₁₉   ₁. ₁₃₃  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。
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神奈川応援ファンド

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₉ ₉ ₁₀₀. ₀ ₉₅ ₂₀ ₂₁. ₆ 

株式先物取引 ₁₀₉ ₁₀₉ ₁₀₀. ₀ ₁₀₉ ₁₀₉ ₁₀₀. ₀ 

コール・ローン ₇, ₁₈₅ ― ― ― ― ― 

（2） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₂₀₂千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₁₅₃千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₇₅. ₇％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
三菱電機 ₁  ₁, ₃₅₉  ₁, ₃₅₉  富士通 ₁₄  ₁₀, ₆₀₆  ₇₅₇ 
横浜ゴム ₁  ₈₇₁  ₈₇₁  日産自動車 ₈. ₇  ₉, ₉₁₀  ₁, ₁₃₉ 
日油 ₁  ₇₂₇  ₇₂₇  コカ・コーライーストジャパン ₂. ₂  ₅, ₉₈₆  ₂, ₇₂₁ 
いすゞ自動車 ₁  ₆₈₆  ₆₈₆  横浜銀行 ₉  ₅, ₈₇₅  ₆₅₂ 
河西工業 ₀. ₈  ₅₉₉  ₇₄₉  三菱電機 ₄  ₅, ₄₆₂  ₁, ₃₆₅ 
横浜銀行 ₁ ₅₈₉ ₅₈₉  日揮 ₂  ₅, ₀₁₉  ₂, ₅₀₉ 
アネスト岩田 ₀. ₈ ₅₇₇ ₇₂₁  東芝 ₆  ₂, ₉₃₅  ₄₈₉ 
富士電機 ₁ ₅₀₇ ₅₀₇  アマダ ₂. ₅  ₂, ₆₈₇  ₁, ₀₇₄ 
カヤバ工業 ₁ ₄₆₇ ₄₆₇  ＴＯＴＯ ₂  ₂, ₆₈₀  ₁, ₃₄₀ 
東芝 ₁ ₄₆₂ ₄₆₂  富士電機 ₅  ₂, ₅₉₁  ₅₁₈ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（0． ₇％）

サカタのタネ ₁. ₁ ₀. ₈ ₁, ₅₅₂
建設業（8． ₇％）

大成建設 ₅ ₄ ₂, ₇₅₆
日揮 ₆ ₄ ₉, ₆₈₀
東芝プラントシステム ₂ ₁. ₇ ₂, ₈₄₅
千代田化工建 ₆ ₄ ₄, ₁₁₂
新興プランテック ₁ ₀. ₈ ₇₇₁

食料品（―）
コカ・コーライーストジャパン ₂. ₂ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
化学（₆． 5％）

東京応化工業 ₁. ₁ ₀. ₈ ₃, ₄₁₆
日本ゼオン ₁ ₁ ₁, ₁₁₉
日油 ― ₁ ₈₇₉
資生堂 ₁. ₈ ₁. ₄ ₃, ₁₈₉
ライオン ₁ ₁ ₇₃₇
ファンケル ₁. ₅ ₁. ₁ ₁, ₇₈₀
ニフコ ₁. ₂ ₀. ₉ ₃, ₈₉₇

ゴム製品（0． 5％）
横浜ゴム ₂ ₁ ₁, ₂₄₂

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ガラス・土石製品（―）

ＴＯＴＯ ₂ ― ―
非鉄金属（2． 1％）

古河電工 ₃ ₂ ₄₀₀
住友電工 ₃. ₆ ₂. ₇ ₄, ₃₅₆

金属製品（2． ₇％）
パイオラックス ₀. ₃ ₀. ₂ ₁, ₀₆₆
日本発条 ₅. ₅ ₄. ₂ ₅, ₁₇₄

機械（12． ₄％）
アマダ ₉ ₆. ₆ ₇, ₈₈₀
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（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　柄　別
当　　　期　　　末

買　建　額 売　建　額
国
内Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

百万円 百万円 
₃₁  ―

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₂₃₁, ₈₉₃ ₇₉. ₂ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₆₀, ₈₄₁ ₂₀. ₈ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂₉₂, ₇₃₅ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
アイダエンジニア ₁. ₈ ₁. ₃ ₁, ₈₁₂
ソデイツク ₁. ₂ ₀. ₉ ₉₇₇
ニューフレアテクノロジー ₀. ₃ ₀. ₂ ₁, ₁₄₄
オイレス工業 ₀. ₇ ₀. ₇ ₁, ₆₃₄
荏原製作所 ₂ ₂ ₁, ₀₈₈
アネスト岩田 ― ₀. ₇ ₅₁₈
アマノ ₁. ₇ ₁. ₃ ₁, ₉₃₀
日本精工 ₂ ₂ ₃, ₄₈₄
三菱重工業 ₁₅ ₁₂ ₈, ₂₀₅

電気機器（2₇． 9％）
ミネベア ₂ ₁ ₁, ₉₆₃
東芝 ₁₉ ₁₄ ₆, ₇₇₄
三菱電機 ₁₀ ₇ ₁₀, ₀₂₀
富士電機 ₁₇ ₁₃ ₇, ₃₄₅
ＪＶＣケンウッド ₃. ₂ ₂. ₄ ₈₉₇
富士通 ₄₁ ₂₇ ₂₂, ₂₀₂
アンリツ ₃. ₃ ₂. ₅ ₂, ₁₄₂
富士通ゼネラル ₂ ₂ ₂, ₈₄₈
アズビル ₀. ₃ ₀. ₃ ₉₆₃
OBARA GROUP ₀. ₅ ₀. ₄ ₂, ₆₆₈
イリソ電子工業 ₀. ₂ ₀. ₂ ₁, ₇₆₂
レーザーテック ₀. ₅ ― ―
スタンレー電気 ₀. ₈ ₀. ₆ ₁, ₇₈₉
リコー ₃ ₂. ₅ ₃, ₂₃₈

輸送用機器（15． 8％）
ユニプレス ₁. ₁ ₀. ₈ ₁, ₉₇₆
日産自動車 ₂₅. ₉ ₁₇. ₆ ₂₂, ₂₇₂

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
いすゞ自動車 ₈ ₂. ₉ ₄, ₉₅₄
日産車体 ₄ ₂. ₇ ₄, ₃₄₁
カヤバ工業 ― ₁ ₄₇₅
プレス工業 ₃ ₂ ₁, ₀₃₄
河西工業 ― ₀. ₇ ₇₀₉
ヨロズ ₀. ₅ ₀. ₄ ₉₈₆

その他製品（0． ₇％）
岡村製作所 ₃ ₁. ₉ ₁, ₇₃₂

電気・ガス業（2． ₆％）
東京瓦斯 ₁₁ ₈ ₆, ₁₂₃

陸運業（3． 9％）
相鉄ホールディングス ₁₁ ₈ ₄, ₈₉₆
京浜急行 ₃ ₂ ₂, ₀₃₆
丸全昭和運輸 ₂ ₂ ₈₅₄
福山通運 ₁ ₁ ₆₅₃
神奈川中央交通 ₁ ₁ ₆₁₇

倉庫・運輸関連業（0． 3％）
日新 ₂ ₂ ₆₄₂

情報・通信業（3． ₄％）
コーエーテクモＨＤ ₂ ₁. ₅ ₂, ₇₆₃
野村総合研究所 ₁ ₀. ₈ ₃, ₆₇₂
アイネス ₁. ₁ ― ―
富士ソフト ₀. ₈ ₀. ₆ ₁, ₅₀₄

卸売業（0． 8％）
横浜冷凍 ₁. ₂ ₀. ₉ ₇₆₂
マクニカ ₀. ₄ ₀. ₃ ₁, ₁₁₇

小売業（3． 8％）
ココカラファイン ₀. ₆ ₀. ₄ ₁, ₄₂₄

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
クリエイトＳＤＨ ₀. ₅ ₀. ₄ ₁, ₈₄₀
コナカ ₀. ₇ ₀. ₅ ₃₈₈
コロワイド ₁. ₅ ₁. ₃ ₂, ₂₅₆
ピーシーデポコーポ ― ₀. ₃ ₂₆₇
AOKI ホールディングス ₂. ₁ ₁. ₆ ₂, ₅₇₂

銀行業（₇． 0％）
横浜銀行 ₃₀ ₂₂ ₁₆, ₂₂₂

サービス業（0． 2％）
ツクイ ₀. ₈ ₀. ₆ ₅₃₅

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₃₀₃ ₂₁₈. ₄ ₂₃₁, ₈₉₃

銘柄数＜比率＞ ₆₉銘柄 ₇₀銘柄 ＜₈₆. ₆％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 291， ₆₄1， 0₆9円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₃₆, ₂₇₈, ₈₇₅  
株 式（評価額） ₂₃₁, ₈₉₃, ₅₅₀  
未 収 入 金 ₂₃, ₆₄₀, ₂₄₄  
未 収 配 当 金 ₂₂, ₄₀₀  
差 入 委 託 証 拠 金 △  ₁₉₄, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 23， ₇₄₄， 313  
未 払 収 益 分 配 金 ₂₁, ₄₇₂, ₅₅₄  
未 払 解 約 金 ₈₀₂, ₅₀₈  
未 払 信 託 報 酬 ₁, ₄₆₁, ₈₈₄  
そ の 他 未 払 費 用 ₇, ₃₆₇  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 2₆₇， 89₆， ₇5₆  
元 本 ₂₃₈, ₅₈₃, ₉₃₇  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂₉, ₃₁₂, ₈₁₉  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 238， 583， 93₇口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11， 229円

＊ 期首における元本額は₃₀₁, ₇₂₀, ₀₆₂円、当期中における追加設定元本額は₆₄, ₆₉₀
円、同解約元本額は₆₃, ₂₀₀, ₈₁₅円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₁, ₂₂₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₃ 月₂₀日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₁₉日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₄， 112， 99₄円

受 取 配 当 金 ₄, ₁₀₁, ₀₉₂
受 取 利 息 ₁₁, ₇₈₅
そ の 他 収 益 金 ₁₁₇

（Ｂ）有価証券売買損益 5₄， 5₆8， 1₆₄
売 買 益 ₇₀, ₉₇₄, ₃₉₈
売 買 損 △ ₁₆, ₄₀₆, ₂₃₄

（Ｃ）先物取引等損益 ₇， ₇11， 851
取 引 益 ₇, ₉₈₇, ₈₆₈
取 引 損 △ ₂₇₆, ₀₁₇

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 3， 039， ₆82
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） ₆3， 353， 32₇
（Ｆ）前期繰越損益金 △ 2₆， 08₇， 103
（Ｇ）追加信託差損益金 13， 519， 1₄9

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₀, ₀₂₆, ₅₁₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃, ₄₉₂, ₆₃₇）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 50， ₇85， 3₇3
（Ｉ）収益分配金 △ 21， ₄₇2， 55₄

次期繰越損益金（Ｈ＋Ｉ） 29， 312， 819
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₃, ₅₁₉, ₁₄₉

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₀, ₀₂₆, ₅₁₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃, ₄₉₂, ₆₃₇）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₅, ₇₉₃, ₆₇₀

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₃, ₉₂₄, ₈₃₈円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₉, ₁₉₅, ₁₉₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₃, ₅₁₉, ₁₄₉
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₂₄, ₁₄₆, ₁₉₆
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₅₀, ₇₈₅, ₃₇₃
（ｆ）分 配 金 ₂₁, ₄₇₂, ₅₅₄
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₂₉, ₃₁₂, ₈₁₉
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂₃₈, ₅₈₃, ₉₃₇口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　201₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 900円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₁₉日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₁, ₂₂₉円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. 315％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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